
 
◆教育振興基本計画まとまる 
 
 

幼児期における教育を推進する 
 

幼児教育の無償化の検討を含む 
保護者負担の軽減など盛り込まれる 

 
 
 

7月 1日、文部科学省がとりまとめた「教育振興基本計画」が閣議決定さ

れました。 

平成 18 年 12 月の教育基本法改正を受けて策定されたもので、新聞報道

等において文部科学省と財務省との厳しい折衝の模様がたびたび報道され

ていましたが、このほどようやくその決着が図られました。私学関連の抜粋

は、別紙のとおりです。 

 
 
 

〔今号は 4枚〕 
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